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一
般
会
計　

68
億
６
０
０
０
万
円
（
前
年
度
比
△
３
・
３
％
）
の
緊
縮
予
算

「
三
位
一
体
の
改
革
」
で
地
方
交
付
税
△
６
・
５
％

財
源
不
足
の
た
め
基
金
を
８
億
２
０
０
０
万
円
取
崩
し

保
育
所
民
営
化
と
認
定
こ
ど
も
園
を
開
園

歳　　　　　　　　入 （収　　　　　　　入）

平成 19 年度一般会計予算額（年間） １か月の家計にたとえると

町税などの自主財源　31 億 2800 万円 月収（給料など）　   41 万 6700 円

地方交付税　　　 　16 億 600 万円
親などからの

　　　　  35 万 1000 円
支援

国県支出金など　  10 億 2900 万円

繰 入 金
基金繰入   ８億 2000 万円

定期預金の
　　　　　  10 万 9200 円

一部解約

特別会計繰入    1200 万円
生計を別にしている

1600 円
子どもからの仕送り　 

町　債　　　　　    ２億 6500 万円
ローンなどの

３万 5300 円
借入金

歳　入　計　　　   68 億 6000 万円 収　入　計　 　　   91 万 3800 円

◎町の財政状況をわかりやすくするために、19 年度の予算を１か月の家計にたとえてみました。
　町税などの自主財源を年収 500 万円（月収 41 万 6700 円）とします。

☆１か月の支出 91 万 3800 円をまかなうのに、親などからの支援に多くを望めないため、月収にローンなどの借入を加えてもなお不足する額を、定期
　預金の一部解約でまかなっている状況です。
☆昨年の台風で壊れた家屋の修繕に月々５万 9200 円しか支出できません。

歳　　　　　　　　出 （支　　　　　　　出）

平成 19 年度一般会計予算額（年間） １か月の家計にたとえると

人　件　費 12 億 8300 万円 食　　費 17 万 900 円
公　債　費 ９億 1300 万円 ローンの返済 12 万 1600 円
扶　助　費 ８億 3900 万円 家族の医療費など 11 万 1800 円
物　件　費 12 億 2400 万円 光熱費など 16 万 3000 円
補助費等
投資出資、
貸付金予備費

11 億 5300 万円
冠婚葬祭費
友人への援助金
予期せぬ出費など

15 万 3600 円

繰　出　金 ９億 8800 万円 生計を別にしている
子どもへの仕送り 13 万 1600 円

投資的経費
維持補修費 ４億 4400 万円 自宅の増改築

修　繕　費 ５万 9200 円

積　立　金 1600 万円 定期預金積立て 2100 円
歳　出　計 68 億 6000 万円 支　出　計 91 万 3800 円

　

平
成
19
年
度
の
、
一
般
会
計
お
よ
び
特
別
会
計

予
算
が
３
月
定
例
議
会
に
提
案
さ
れ
、
可
決
さ
れ

ま
し
た
。

　

一
般
会
計
の
予
算
額
は
68
億
６
０
０
０
万
円
、

６
つ
の
特
別
会
計
の
予
算
額
は
73
億
７
７
４
６
万

円
で
、
総
額
は
１
４
２
億
３
７
４
６
万
円
に
な
り

ま
し
た
。
こ
れ
は
、
前
年
度
に
比
べ
４
・
０
％
増

の
予
算
と
な
り
ま
し
た
。

歳  出
6,860,000
（100）

民生費
2,006,815
（29.3）

衛生費
1,099,292
（16.0）

公債費
913,265
（13.3）

総務費
778,761
（11.4）

教育費
761,710
（11.1）

土木費
753,379
（11.0）

消防費
253,718
（3.7）

農林水産業費
157,354  （2.3）

議会費  105,463  （1.5）
その他  30,243  （0.4）

会　計　名 19年度予算額 18年度比較（％）

一 般 会 計 68 億 6000 万円 △ 3.3

国民健康保険 31 億 6720 万円 26.6

老 人 保 健 22 億 75 万円 0.8

奨 学 資 金 334 万円 △ 0.3

公共下水道事業 11 億 912 万円 4.2

農業集落排水事業 8500 万円 △ 1.3

水 道 事 業 8億 1205 万円 8.0

特別会計小計 73 億 7746 万円 12.0

合　　　計 142 億 3746 万円 4.0

　

19
年
度
の
一
般
会
計
予
算
は
、
68
億

６
０
０
０
万
円
で
、18
年
度
に
比
べ
て
、

△
２
億
３
６
０
０
万
円
（
△
３
・
３
％
）

の
予
算
と
な
り
ま
し
た
。

　

18
年
度
は
、
ご
み
焼
却
場
の
解
体
工

事
（
事
業
費
２
億
円
）
を
施
工
す
る
た

め
の
予
算
額
が
計
上
さ
れ
て
い
ま
し
た

が
、
19
年
度
は
こ
の
分
が
減
少
し
た
こ

と
や
、
財
源
不
足
の
た
め
に
各
種
事
業

費
を
抑
制
し
た
結
果
、
予
算
が
大
幅
に

減
少
し
て
い
ま
す
。

　

目
的
別
（
グ
ラ
フ
２
参
照
）
に
見
る

と
、
児
童
手
当
支
給
基
準
の
改
定
や
介

護
保
険
広
域
連
合
へ
の
繰
出
金
、国
保
、

老
人
保
健
特
別
会
計
へ
の
繰
出
金
の
支

出
で
、
民
生
費
が
29
・
３
％
と
最
も
多

く
な
っ
て
い
ま
す
。
続
い
て
、
ク
リ
ー

ン
パ
ー
ク
わ
か
す
ぎ
の
管
理
運
営
の
た

め
須
恵
町
外
二
ケ
町
清
掃
施
設
組
合
へ

の
負
担
金
な
ど
に
よ
る
衛
生
費
が
16
・

０
％
を
占
め
て
い
ま
す
、
次
に
、
公
債

費
が
13
・
３
％
、
統
一
地
方
選
挙
実
施

な
ど
の
た
め
の
総
務
費
が
11
・
４
％
、

以
下
教
育
費
、
土
木
費
の
順
に
な
っ
て

い
ま
す
。

　

性
質
別
（
グ
ラ
フ
３
参
照
）
に
見
る

と
、
義
務
的
経
費
は
44
・
２
％
で
、
前

年
度
に
比
べ
て
扶
助
費
が
大
幅
に
増
加

し
て
い
ま
す
。
公
債
費
も
０
・
２
％
微

増
し
て
い
ま
す
が
、
人
件
費
は
職
員
の

削
減
に
よ
り
、
４
・
９
％
減
少
し
て
い

ま
す
。
投
資
的
経
費
は
、
18
年
度
に
須

恵
町
ご
み
焼
却
場
の
解
体
工
事
を
終
了

し
た
こ
と
や
、事
業
費
の
抑
制
に
よ
り
、

５
・
３
％
と
な
り
、
△
48
・
４
％
と
大

き
く
減
少
し
て
い
ま
す
。
そ
の
他
の
経

費
で
は
、
特
別
会
計
や
介
護
保
険
広
域

連
合
へ
の
繰
出
金
、
清
掃
施
設
組
合
、

粕
屋
南
部
消
防
組
合
へ
の
負
担
金
な
ど

で
50
・
５
％
と
総
予
算
の
半
分
を
占
め

て
い
ま
す
。

　

地
方
分
権
に
よ
り
、
国
か
ら
地
方
へ

の
事
務
事
業
の
権
限
委
譲
が
進
む
反

面
、「
三
位
一
体
の
改
革
」
に
伴
い
国

か
ら
の
補
助
や
負
担
金
、
地
方
交
付
税

が
削
減
さ
れ
て
い
ま
す
。
一
方
、
地
方

へ
の
税
源
移
譲
は
所
得
税
、
住
民
税
の

見
直
し
が
19
年
度
か
ら
本
格
的
に
実
施

さ
れ
ま
す
。
し
か
し
、
こ
の
効
果
が
須

恵
町
に
と
っ
て
ど
れ
ほ
ど
有
効
か
は
未

知
数
で
、予
断
を
許
さ
な
い
状
況
で
す
。

地
方
財
政
を
取
り
巻
く
環
境
は
非
常
に

厳
し
く
、
本
町
も
財
源
の
確
保
が
著
し

く
困
難
な
状
況
で
す
。
町
財
政
は
、
収

支
の
バ
ラ
ン
ス
を
維
持
す
る
た
め
に
基

金
の
取
り
崩
し
を
余
儀
な
く
さ
れ
て
い

ま
す
が
、
基
金
の
残
高
も
減
少
の
一
途

を
た
ど
っ
て
い
ま
す
。

　

現
在
、
粕
屋
中
南
部
６
町
は
平
成
22

年
３
月
の
合
併
を
目
指
し
て
合
併
研
究

会
事
務
局
を
設
置
し
、
厳
し
い
行
財
政

問
題
解
決
の
端
緒
に
つ
い
た
と
こ
ろ
で

す
。
本
町
と
し
ま
し
て
も
、「
行
財
政

改
革
集
中
プ
ラ
ン
」を
さ
ら
に
見
直
し
、

職
員
数
の
削
減
を
始
め
と
す
る
人
件
費

の
抑
制
や
事
務
事
業
の
見
直
し
、
簡
素

化
、
民
間
委
託
の
推
進
な
ど
さ
ら
な
る

歳
出
の
抑
制
、
削
減
に
つ
と
め
、
限

ら
れ
た
財
源
の
な
か
で
、
安
全
、
安
心

な
活
力
あ
る
ま
ち
づ
く
り
を
展
開
し
つ

つ
、
効
率
的
で
節
度
あ
る
財
政
運
営
を

め
ざ
し
て
い
き
ま
す
。

　

町
民
の
み
な
さ
ん
の
ご
理
解
と
ご
協

力
を
お
願
い
い
た
し
ま
す
。

　

歳
入
（
グ
ラ
フ
１
参
照
）
の
構
成
は
、

町
税
が
全
体
の
35
・
２
％
を
占
め
て
い

ま
す
。
ま
た
、
所
得
税
か
ら
住
民
税
へ

の
税
源
移
譲
が
実
施
さ
れ
る
た
め
増
加

し
て
い
ま
す
。
続
い
て
、
地
方
交
付
税

が
23
・
４
％
を
占
め
て
い
ま
す
。
こ
れ

は
、
対
前
年
比
△
６
・
５
％
で
、
国
が

進
め
て
い
る「
三
位
一
体
の
財
政
改
革
」

に
伴
う
、
地
方
交
付
税
や
国
庫
支
出
金

の
削
減
に
よ
る
も
の
で
す
。
こ
の
財
源

不
足
を
、
町
債
や
財
政
調
整
基
金
な
ど

か
ら
の
繰
入
金
で
補
っ
て
い
ま
す
。

歳　入
6,860,000
（100）

自主財源
3,959,468
（57.7）

依存財源
2,900,532
（42.3）

繰入金
832,308
（12.1）

諸収入
293,229
（4.3）

繰越金
130,000
（1.9）

その他
287,546
（4.2）

その他
106,100
（1.5）

地方譲与税
73,000
（1.1）

地方消費税交付金
230,000  （3.3）

町債
265,200
（3.9）

地方交付税
1,606,210
（23.4）

県支出金
340,505
（5.0）

国庫支出金
279,517
（4.1）

町　税
2,416,385
（35.2）

歳　出
6,860,000
（100）

人件費
1,282,470
（18.7）

義務的経費義務的経費
2,970,1242,970,124
(41.8)(41.8)

義務的経費
3,034,542
（44.2）

投資的
経費
 367,347
 （5.3）

その他の
経費

3,458,111
（50.5）

公債費
913,265
（13.3）

扶助費
838,807
（12.2）

災害復旧費  3,060  （0.0）
その他

135,271  （2.0）

繰出金
988,325
（14.4）

補助費等
1,110,127
（16.2）

物件費
1,224,388
（17.9）

普通建設事業費
364,287
（5.3）

歳入の内訳＜グラフ１＞
単位：千円、（　　）は％

歳出（性質別）の内訳＜グラフ３＞
単位：千円、（　　）は％

歳出（目的別）の内訳＜グラフ２＞
単位：千円、（　　）は％


